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原著

保健婦駐在の実態から駐在制度の確立に影響した要因を探る

大嶺千枝子'）・仲里幸子'）・川崎道子'）・神里千鶴子'）・牧内忍Ｄ・与那嶺尚子'）

保健婦の駐在制度は、我が国の保健婦行政史の中で極めて特異で本県特有である。４６年間に亘り制度が発展し維持できた

要因は、保健婦人事等にあるとされたが、その要因に関する研究は殆ど行われていない。そこで、本研究では駐在の実態・

組織、駐在の状況、看護管理者の機能、４６年間の保健婦(延1502名)及び指導者41名に対する異動経歴の追跡調査、人事配置

に至る実際から配置の基本事項を再構築し、制度確立と継続に影響した諸要因を探ることを目的とした。

結果は、制度施行期間は46年であるが各駐在は開設年により異なる。駐在数は77をピークとし配置実数140名、異動延べ保

健婦は1502名、平均在勤3.4年で殆ど全員が遠隔地の勤務を経験している。離島駐在は20カ所、駐在保健婦は265名で復帰後

に完了している。定義による離島駐在保健婦は236名、全体の約16%、平均在勤は1.9年である。組織は看護課設置を特徴とし、

課長が強い指導権限を有した。保健行政においては、保健婦係長が人事権を持ち保健婦の意向を尊重し、看護課長と連携し

て公平性、負担の均衡性及び配置の循環性等を厳守している。指導者は保健所、教育、行政職を循環し諸問題を共有して指

導の統一性を保ち、集団的指導体制を確立している。

このように駐在制度の確立要因は係長の人事権及び連携と調整機能、個の意向尊重を基本とす人事の考え方、組織と権限

と責務、係長を核とする集団的指導体制等が相乗効果を持ったと推測された。

キーワード：駐在制度と係長、人事ローテート、人事配置の原則、離島駐在、看護課と看護課長

条件を乗り越え、本制度の継続維持を可能とした要因の

一つは、保健婦の人事管理、即ち、離島僻地を含む県内

全域を対象とした全県的な保健婦のローテートであり、

指導者層の保健所、保健婦教育及び行政を循環する人事

体制にあると言われてきたが、その実態に関する研究は

殆ど行われていない。

このことから駐在制度の実態・組織体制、離島駐在及

びその他の保健婦、指導者の46年間の異動状況の実態分

析、保健婦係長及び看護課長の役割、業務引継で継承さ

れてきた人事管理のあり方に関する基本事項を通して、

制度の確立と継続を可能にしてきた要因を探ることを目

的とした。併せて本県は国際協力事業団の発展途上国か

らの研修生を受け入れており、本制度に対する関心も高

く、これらの国々の保健政策の参考に資することも狙い

である。

Ｉ緒言

戦後沖縄の保健医療行政は米軍政府から米国民政府の

統治を経て日本復帰を迎え、本土法が適用されるなど特

有な変遷を辿っている。保健婦の身分を県に統一した駐

在制度による活動体制は、我が国の保健婦活動において

唯一であり、本県独特なものである。1951年に開始した

保健所保健婦の地域駐在制度（以下、駐在制度と省略）

の目的や制度廃止に至る経過及び行政的な処置等は大学

紀要第二号に報告した通りである。

駐在制度は戦後、本県のおかれた歴史的、社会的、地

理的特性から必然性を有したと考える。沖縄の本土復帰

にあたり、本制度は本県の公衆衛生の向上に多大な役割

を果たしたと評価され、諸般の事情から復帰特別措置に

より継続が認められた｡')2）離島の駐在設置は1960年代

に推進され、本土復帰後、急速な施設整備が進み保健婦

活動の充実強化が図られてきた。一方、国民の健康づく

り対策や老人保健法の制定等で市町村長の責務の増大に

伴う、市町村保健婦の確保が進む中で1994年、地域保健

法が制定されて駐在制度の廃止計画が具体化し、地域保

健法の全面施行を受けて1997年３月に廃止された。駐在

制度の施行期間は46年に及んでいる。

島喚県として広大な海域に多くの離島を有する地理的

Ⅱ研究方法

１．調査対象及び期間

1951年～1996年の保健所勤務の全保健婦（1502名・異

動延べ総人員）及び保健婦指導者層（保健所看護課長、

県保健婦係長及び保健婦関係行政の担当者、保健婦学校

教諭）実数41名を調査対象とした。

２．調査方法

調査は基本的には年度別保健婦配置表3)及び福祉保

健部健康増進課の保健婦個人票・履歴票及び看護課長会

1）沖縄県立看護大学
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議録、その他面接による情報等を資料とした。

１）人事配置に関する調査方法：保健所別、離島別、駐

在別、所内勤務、県保健婦行政及び保健婦学校に勤務

した歴代保健婦一人びとりの異動履歴を追跡調査した。

留意点として：総数及び在勤期間の算出にあたり異動

追跡調査で、結婚等によって名称が変わった者を異な

る人物として重複計上を避けるために同窓会名簿4）

から電話による当該者確認を行った。職種を変更した

者及び県内不在者は、当時の同僚保健婦から情報を得

ると共に、退職保健婦のＯＧ会に参加して`情報等の正

確性を期した。

２）離島駐在者の定義：厳密な意味での離島駐在を明確

にするために「離島駐在者」とは、人事異動により通

常生活の根拠地から離れた離島赴任者とし、島内に生

活根拠地を有する者、本島勤務で離島を兼任した場合

及び架橋や船舶による離島への通勤可能者を除くと定

義した。当研究で小規模離島駐在を特定したのは、市

部を有する地域駐在とは比較にならない島喚としての

厳しい条件下における単独駐在者の在任期間等の実態

を明らかにすることを狙いとした。

３）保健婦人事管理の考え方に関する調査方法：人事異

動の作業については係長の交代時に原則的、基本的な

考え方が引き継がれ、作業の実際は総務部人事課との

協議と調整で進められた。このことから当時の関係者

から情報収集を行うと共に、看護課長会議録や所管課

発行の資料等も参考としたが、主として筆者自身の８

年の保健婦行政勤務経験を参考とした｡5)6）なお、保

健婦の名称は本土復帰までは公衆衛生看護婦と称し公

衆衛生看護事業・活動と称したが、復帰後は本土法・

保健婦助産婦看護婦法を受けて保健婦と改称された。

従って本稿では時代に関係なく「保健婦」及び「保健

婦活動」の用語を用いる。また、1972年以前の関係法

は全て琉球政府立法院で制定したものである。

景は戦後の混乱が収拾され、琉球政府が創立して落ち

着きを取り戻した時期にあるが、市町村自治体の保健

行政機能は極めて弱く、琉球政府が対人保健業務を含

む公衆衛生事業の全般にわたる責任を有している。保

健所開設時の重点事業は管轄地域の特性から北部は寄

生虫、中部は性病、南部は結核とされたが、実態は全

地域に結核の蔓延が見られた。公衆衛生状態は依然と

して劣悪で医療機関の整備も極めて貧弱な状況から、

保健所は結核管理の専門機関として予防活動、患者発

見から在宅治療を含み、その他性病、寄生虫、トラコー

マ及び歯科等の治療業務を行い、環境衛生課及び保健

所支所はそ族昆虫駆除業務を、地域は駐在保健婦が予

防接種や結核集団健診や母子保健事業を重点としてい

る。そのため職員数は全国より多い、因みに1960年の

５保健所の職員総数は522名、その中で看護課職員は１

６３名で全体の30％を占める｡8）

2）保健所の内部組織・看護課設置と役割：

保健所の内部組織は先に述べた３課で開始したが、

地域の保健婦事業強化に向けて1960年に全国で唯一、

看護課が新設された。看護課の設置は看護課長が保健

婦活動に関し権限と責任を有し、保健所の中で唯一、

公衆衛生看護の専門領域を確立している。これは駐在

保健婦活動を含めて看護活動の充実強化に繋がってい

る。1985年の保健所組織は図１の通りであり、看護課

の業務分掌は次の通りである。①保健婦事業の管理に

関すること。②母性、乳幼児、精神障害者、成人病及

び老人、保健指導に関すること。③性病、結核、伝染

病の予防及び指導に関すること。④心身障害児の療育

青指導に関すること。⑤遺伝相談及び啓蒙普及に関す

ること。⑥小児`慢性特定疾患及び特定疾患の療育指導

に関すること。⑦その他の疾患及び傷病者の療養指導

に関すること。⑧駐在保健婦に関すること。⑨市町村

保健婦事業の指導及び連絡調整に関すること。⑩保健

婦及び看護婦等の現任訓練に関すること。⑪看護学生

の教育実習に関することと規程している｡，）保健婦Ⅲ結果

１．保健所組織について

１）保健所の設置と役割：

本県の保健所は1951年に北部・中部・南部の３施設、

1952年に宮古及び八重山の２施設、1963年に石川、

1972年に中央保健所の計７施設、支所及び保健婦駐在

所からなっている。琉球政府の制定した保健所法

（1952年）は基本的には当時の本土法．保健所法に準

拠し、保健所は衛生行政の第一線機関として疾病予防、

母子保健、健康教育、食品衛生、衛生検査及び環境衛

生業務等を行い、保健所の内部組織は庶務課、衛生課、

保健予防課で構成した｡7）３保健所開設時の社会的背

図１．保健所の機構図（1985年）
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事業全般は基より職員の質の向上に務め、看護学生等

の教育を行うことも義務的業務と位置づけている。

3）保健所婦長・看護課長の機能：

看護課設置当初の「保健所婦長（看護課長）の機能」

は次の10項目の通りである｡'0）①関係機関等の会合

では保健婦を代表する。②厚生局及び保健所の作成

した看護事業計画に精通する。③駐在保健婦の問題

は所長と保健婦係に報告する。④看護事業を指導監

督・駐在所訪問による指導、定例会議の開催、報告書

の検討を行う。⑤保健所及び関係機関の事業と看護

事業を調整する。⑥人事。⑦保健婦事業の備品確保。

⑧保健婦職員の教育・質の向上に責任を持つ。⑨公

衆衛生看護学校の教育に協力する。⑩保健婦係りの

教育及び保健婦事業に必要な予算確保に協力する、と

なっている。「⑥、人事」の詳細は次の通りである。

①保健婦採用の基準や資格の検討に協力する。②志願

者の面接と適任者を所長に推薦し厚生局公衆衛生看護

婦係（以下、係り）に提出する。③昇級、転勤、退職

を検討し係りに勧告する。④保健婦業務、責任、権限

の範囲、人事方針等については係りに協力し保健婦に

説明する。⑤保健婦の正しい採用、適切な配置を促進

する。⑥職務記録・休暇表、健康診断、履歴、任用表

等の記録作成と保管等が調われている。このように保

健婦人事に関しては県保健婦行政への協力と管内人事

に関する権限と責任を明記している.

このように看護課長は保健所事業運営に関して保健

婦を代表し、保健所内外における看護及び駐在活動の

指導と総括を行った。また、駐在保健婦事業計画を通

して保健所管内の全市町村の集団事業計画及び実施に

関する総括的な役割を担った。更に、人事権を合わせ

もち保健婦行政の人事に協力する責務を有している。

２．保健婦駐在所及び保健婦の推移

保健婦駐在所の分布（1985年)、1951年以降の保健所

看護課の定数（駐在及び所内の保健婦、看護婦）及び駐

在所の推移は図２，図３、表１に示すとおりである。

１）看護課の定数の推移：

保健所開設期の保健婦39名の配置は各保健所内に１
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保健婦 看護婦 看護課 保健婦 看護婦 看護課

年度 所内 地域 所内 総数 年度 所内 地域 所内 総数

1951 ３ 3６ 0 3９ 1990 5１ 114 ５ 170

1955 ５ 8３ ５ 9３ 1991 6４ 107 ３ 174

1960 1８ 114 1０ 142 1992 6６ 100 ０ 166

1965 3１ 117 1１ 159 1993 6７ 9５ ０ 162

1970 4８ 118 1５ 1８１ 1994 7６ 8７ ０ 163

1975 4９ 123 1０ 182 1995 8０ 7９ ０ 159

1980 5１ 125 ６ 182 1996 9３ 5８ ０ 151

8５ 5１ 124 ５ 180
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図３．保健所の機構図（1985年）

人であり、他の36名は駐在勤務者として地域の公衆衛

生看護の実践活動に重点を置いている。看護課の定数

は琉球政府の保健政策と深く関係して推移しており、

表１．図２に示すように10年間で当初の約3.6倍、

1972年には約4.6倍・182人と定数のピークを迎えてい

る。その後、1985年頃までは定数の固定化が続き、逐

次、減少し1996年の制度廃止時は151人である。

推移の特徴は、結核予防対策暫定要項（1954年）及

び結核予防法制定（1956年）による結核在宅治療制度

が影響し、駐在及び駐在保健婦は39人から５年後は８８

人へと2倍強である。次いで、離島の医療対策強化（1

960年）により１９人が増員され、総数132名、駐在

114人となり駐在体制がほぼ整備された｡Ⅱ）加えて性

病予防法制定（1962年）等で所内保健婦及び看護婦の

増員が図られ、1972年には５保健所の所内看護職者は

60名体制（保健婦44、看護婦14）で看護課定数は182

人とピークを迎えた。保健所の看護婦の配置は各１～

２人弱であったが1960年頃より結核、性病及び一般健

診など業務量増と共に増員されて1970年に総数15人と

なり、1980年代は数名に減少している。助産婦として

の配置は行われていない。なお、保健婦及び看護婦は

全員が県立看護学校と琉球大学の卒業生である。

看護課定数及び保健医療従事者を復帰時点の全国比

較で見ると、全国を100とした充足状況は、医師46%、

歯科医師39%、看護婦及び准看護婦50%、助産婦80%、

保健婦147％で唯一、保健婦が全国を上回っている｡'2）

これは本県の保健医療整備の遅れを補完すると評価

された点である。しかし、復帰後、県は駐在制度の意

義を認めながらも行政改革大綱により、職員定数適正

化計画に基づき保健婦が削減の対象とされた。

1980年代に入ると急速な高齢化社会はヘルスニーズの

質の変化、量の増大をもたらし、国はその対応策とし

て国民の健康づくり対策や老人保健法を制定したこと

から市町村長の責務が増大した。一方、県保健婦行政

は駐在制度で行う保健婦活動が好ましいとする考えを

引きづり、市町村においては駐在制度が－つの隆路と

なり保健婦確保が進まない中で県保健婦の削減が始まっ

た.１３）このために看護課定数の枠内で保健婦確保が検

討され退職看護婦の補充が困難となった。急速な状況

の変化の中で1989年、地域保健将来構想検討会報告書

に基づき沖縄県においても検討会が発足、翌年、地域

保健活動の充実強化に関する通知により保健所の新規

及び強化事業が提示された。本県は1990年、新しい保

健所事業改革に要する定数確保に向け、市駐在者の一

部引き上げを市町村に提示し、引き上げが始まり所内

保健婦の増となっている。地域保健法の制定（1994年）

を機に行政判断として駐在制度廃止方針が発表され、

法の全面施行（1996年）を受けて1997年３月に廃止し

た。廃止時点の看護課定数は保健婦のみの151人であ

る。

－３６－
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2）駐在所の推移

開設時の33カ所から５年間で倍の65を数え、１０年後

の1961年には77とピークに達した。復帰後は20年間に

わたり69～70カ所と変動は見られないが、地域保健法

の制定を受けて、1995年、行政判断として駐在廃止が

発表され翌年３月に廃止した。廃止時の駐在数は58カ

所、駐在保健婦58人である。駐在所開設は当時の状況

により増減し開設期間もそれぞれ異なる。

駐在保健婦は駐在所新設と共に増員され、実数は

140人であるが、1960年から1990年の30年間は110余人

～120余人を推移している。1980年代の数年は国の諸

健康施策に合わせて125人を前後し、その後は市町村

保健婦増と関連して年々減少している。復帰後に駐在

活動が次第に難しくなったのは、対人保健業務の多く

が法的に市町村長の責務として県から移管したため活

動予算の削減等が生じ、活動に支障が生じたためであ

る。従って、保健婦行政においては市町村保健婦確保

の指導を積極的に推進する一方、新しい時代の保健所

事業の改革に向けた検討と共に駐在制度の見直しが本

格化している。駐在保健婦は1980年代後半から減少し、

1991年から市部地域駐在の複数配置の中から計画的に

引き上げた。1996年の駐在制度廃止時の駐在所は58カ

所、保健婦は58人である。

ぱ、環境保健部予防課の所轄する中央保健所(看護課所

属)の真和志駐在員である。依って通常の異動範囲は活

動と関係する、即ち、保健所内、地域及び保健婦関係行

政、保健婦教育に限定されている。

人事異動は基本的には県人事課の責任で行うが、駐在

開設当初は管内移動は保健所長発令で行われている｡M）

保健婦係長の最も重要な任務は人事管理であり、人事方

表３．保健婦人事配置の手順

３．保健婦人事に関する考え方

駐在制度の目的は全保健婦で県内全域を分割して担当

し、地域の住民生活に密着した活動を地域の隅々に行き

渡らせることである。その目的達成に向けた人事の大原

則は全員で県内全域をローテートする方式とされた。保

健婦は専門職種としての選考採用であり、その条件は離

島僻地の勤務が義務づけられた。保健婦の所属は、例え

表２．保健婦人事異動に関する基本的な考え方
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第一段階：人事課、総務課、保健所と確認する初段階

①人事課から人事異動に関する事務連絡

②担当部総務課と人事異動業務の進め方の確認

③保健所看護課への報告と配置方針の協議

第二段階：具体的な配置案検討に向けた段階

①異動基準・勤務年数による対象者名簿の作成

②異動希望調査の実施と特別な事情を有する者の把握

③看護課長や所長に異動概数等のヒヤリング

④異動対象者の希望地域及び就職以来の駐在歴表の作成

⑤調整を要する対象者に対する看護課長の保健婦面談

⑥同一地域の複数希望者に関する調整

⑦面接調整を必要とする者に対する係長の保健婦面談

⑧離島等の遠隔地配置に伴う係長の保健婦面談

第三段階：最終案検討に向けた段階

①担当部総務課人事担当者と異動の最終調整

②最終案に向けた人事課ヒヤリングと配置案の合議

③看護課長に対して遠隔地赴任者の受け入れに関

する諸依頼

④異動内示の受理と保健所長を経由した該当者へ

の通知

⑤人事異動の県知事発令

公平性
全員で県内全域を平等に担当する｡異動に際し就職以来の配置場所の一覧表を作成し､配置場所決定

の参考として公平性を期す。

定期性 離島は２年､その他の地域は３年～５年毎に定期的な異動とする。

透明`性 人事方針等は看護課長会議で協議し管理者と調整して問題点を確認する。

均衡性 離島僻地､その他の地域､保健所内及び保健所間の勤務のバランスに配慮し､偏りを是正する。

個別性 遠隔地配置は家庭環境の調整期間を与える等､個の意向を尊重する。

循環性
異動の流れは離島僻地勤務からその他の地域へ､一般地域勤務の後に保健所内勤務へ｡保健所間の異

動へと循環する。

全体性
保健所や地域で推進している事業との関係､管内異動数､経験年数､及び保健所間のバランス等を配

慮し全体的なばらつきの是正を行う。
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針等は常に看護課長会議で協議し、異動基準は概ね離島

は２年、本島は３年から５年としている｡5)!`)人事配置

に関して原則的に行われていた実際をまとめると表２．

３に示す通りである。

人事異動の調整過程は、総務部人事課から環境保健部

総務課人事担当者を経て予防課（保健婦係り）へ、係長

は部の人事担当者と緊密な連携を取りながら保健所側及

該当者と調整を行う等、行きつ戻りつの過程を経ている。

配置に関して最も困難なことは、世帯を有する者.特に

小さい子供や老人を抱えた者の遠隔地赴任であった。保

健婦個人の意向を尊重しながら、家族生活の支障を最小

に抑えて義務を果たして貰うため、家庭の問題解決のた

めの調整時間・期間を時には２年～３年を要した。従っ

て、係長には個人の秘密保持の厳守は基より、ねばり強

い調整能力や協議及び不満の生じない説得力を必要とし

ている。

配置作業は離島勤務者の配置、離島離任者の配置先の

調整に始まり、次いで全体的な配置計画案の検討が進め

られた。係長が特に留意したことは権威ある外部者等に

よる人事介入に対し、制度を説明すると共に徹底的な拒

否的態度を堅持することで公平`性を厳守している。配置

計画案作成過程の実際は表３のような段階である。

４．離島駐在保健婦の配置状況

全国有数な島喚県としての本県の特徴は、南北約500

キロメーター東西約1000キロメーターに及ぶ海域に60余

の離島が点在している。1975年の国勢調査による本県の

法律指定の有人離島は、２８市町村に所属する40島で人口

は約12万９千人・全人口の12.4％である。2000年は26市

町村の39島、人口13万２千人・全人口の約10％となり本

県の指定離島は40前後で推移している｡１８）

これら島喚に対する駐在設置状況は表４の通りである。

離島常駐は1950年代に65％・１３人、1960～1961年に４人

が配置され、1960年にかけてほぼ整備が進み、復帰後に

北大東、池間、波照間駐在が開設、２２年間をかけて整備

を完了している。従って各駐在期間はそれぞれ異る。駐

在設置までの住民の健康管理は本島勤務者及び離島勤務

者が兼任する形態をとっている。これら島喚のうち宮古

島と石垣島は市部を有し、小規模離島及び西表島のよう

な僻地性の高い島とは離島の概念や活動の困難度も異な

ることから、離島駐在を定義して実態を分析した。沖縄、

宮古及び石垣島を除く離島の駐在状況は、表４の通りで

17町村20カ所である。駐在期間は開設年及び廃止年によっ

て８年～43年である。Ａ欄は兼任者を除き出身者を含め

た駐在状況で、駐在保健婦総数は265名(実数260名)で平

均勤務年数は約2.6年である。本研究で定義する純然た

表４．離島駐在別の駐在期間・保健婦数.在勤年数

注意・ＡＢとも本島、離島の兼任を除く
・ＡＣとも同一人の連続配置は１人とした

．Ａは出身者を含む

．Ｂは出身者を除く
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Ａ・離島駐在状況 Ｂ・定義による駐在状況

駐在名
駐在開
始年度

駐在

期間
保健婦数

平均在

勤年数

駐在

期間
保健婦数

平均在

勤年数

看護職経験

なし あり
１ 伊江 1951 4１ 2１ 2.0 3９ 2０ 2.0 ６ 1４
２ 伊是名 1954 4３ 1０ 4.3 1４ ７ 2.0 ２ 5３
３ 伊平屋 1954 4３ 2２ 2.0 3９ 2１ 1.9 ８ 1３
４ 平安座 1951 ８ ４ 2.0 ４ ２ 2.0 ２ ０
５ 仲里 1954 4３ 1３ 3.3 1４ ６ 2.3 ２ ４
６ 具志ノ1１ 1954 4３ 1３ 3.3 1１ ７ 1.6 ５ ２
７ 渡嘉敷 1954 4３ ６ 7.2 ５ ４ 1.3 １ ３
８ 座間味 1960 3７ 1７ ２．２ 3７ １７ 2.2 ５ 1２
９ 粟国 1960 3７ 2１ 1.8 3７ 2１ 1.8 1０ 1１
1０ 渡名喜 1960 3７ 1６ 2.3 3７ 1６ 2.3 ５ 1１
1１ 南大東 1954 4３ ９ 4.8 1７ ８ 2.1 ３ ５
1２ 北大東 1973 2４ ９ 2.7 2４ ９ 2.7 ０ ９
1３ 伊良部 1952 2１ 1６ 1.3 1９ 1５ 1.3 ８ ７
1４ 佐良浜 1959 1４ ９ 1.6 1３ ８ 1.6 ３ ５
1５ 多良間 1961 3６ 2３ 1.6 3６ 2３ 1.6 1１ 1２
1６ 池間 1972 1８ ７ 2.6 1８ ７ 2.6 ３ ４
1７ 大富 1954 4３ 2４ 1.8 4２ 2３ 1.8 1２ 1１
1８ 祖納 1954 4３ ６ 7.2 1０ ４ 2.5 １ ３
1９ 与那国 1954 4３ ８ 5.4 1６ ７ 2.3 ２ ５
2０ 波照間 1972 2５ 1１ 2.3 2５ 1１ 2.3 ４ ７

685 265 2.6 457 236 1.9 9３ 143
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担が大きく、保健所の支援体制は不可欠であった。保健

婦の離島在任中は保健所で行われる定例の看護課会議に

出席し、看護課長の業務指導訪問を受け、全県の研究発

表会や研修会に参加し、業務引継の立ち会い等で具体的

な指導を受けている。同一人の長期間在任に対しては、

業務のマンネリ化防止とリフレッシュ研修を狙いとして

保健所等へ異動を行っている。

る離島駐在の該当者はB欄に示す236名で保健婦総数の1

5.7%、在勤年は最低1.3年、最長2.7年となり平均在勤年

は1.9年である。

離島赴任時の看護婦や保健婦の経験の有無は、経験有

りは143人（60.6％）経験なしは93人（39.4%）である。

｢看護職の経験有り」は、駐在制開設当初の赴任者は戦

前及び保健婦講習開始や採用までのものである。「保健

婦の経験有り」は卒業時点で採用が無く、就職待機期間

に保健所や市町村で非常勤としての経験である。復帰後

に見られる経験者は保健婦増員がなく、新卒者の採用が

減ったため年輩者の配置によるものである。離島勤務の

特徴は、通常の保健婦業務はもとより結核の投薬、ＳＭ

注射等の治療行為に加えて、事故や急病人及び出産等に

伴う医療行為が日常的に求められた。このことから医師

の不在時はたびたび保健婦が唯一の医療人となる等、厳

しい状況から保健婦個人にかかる負担が大きく、看護職

の経験者配置は保健婦行政上の重要な課題とされた。

離島配置の考え方は、前述のような離島勤務の厳しさ

から当初は出身者及び離島と何らかの関係のある者、次

いで、住居地に近い離島が考慮され、時には新卒者の提

案でくじ引きを行った｡'１)何れにしても離島勤務者は任

期を終えると本島等に戻れる人事の確約が保障され、安

心して赴任している。当初の駐在場所は、島内に自治体

を有する場合は町村役場内に、有しない場合は集落内の

民家の－部屋を借用、或いは保健所支所に併設している。

駐在所の規模は1970年までは43～60ヘーベーと小さく、

その後、面積が拡大され２階に住居部門を併設している。

離島勤務は数多くの保健婦手記が語るように精神的な負

５．一般地域の保健所別にみた駐在状況（離島を除く）

保健所別の駐在数、保健婦及び在勤年は表５に示す通

りである。一般地域は市町村自治体の人口規模等に応じ

て配置され、市街地は一駐在に複数人を配置し地区分担

制を採っている。離島駐在を除く本島(沖縄本島、宮古

島、石垣島）の駐在設置総数は58、保健婦実数は120名、

異動延べ総回数は1237回・名で、その平均在勤年は3.4

年である。駐在期間は開設年度によって異なる。

７保健所58駐在の平均在勤年を保健所別にみるとコザ、

中央、南部は約４年、石川は3.5年、名護と宮古は約３

年、八重山は2.6年である。特徴としては都市部に位置

する保健所は在勤年が長く、離島、特に八重山保健所は

2.6年と短い。何れも保健婦の多くが本県の中心地・那

覇市とその隣接地域に居住する関係上、都市部の管内異

動は間隔がやや長く５年～７年に対して八重山は3.6年

である。八重山保健所管内は定数に対する出身者の割合

が少なく、沖縄本島からの赴任者が多く異動が頻繁に行

われている。また、本島北部においても駐在数と出身者

の割合、交通事情等から居住地を離れて駐在する者も見

られる。

表５．保健所別駐在数.保健婦数.在勤年数

駐在PHN総数駐在保健婦駐在数

石川

南部

宮古

八重山

注意・本島とは、沖縄、宮古、石垣島である。・離島勤務年は出身者を含み、兼任者を除く
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保健所 保健所
駐在数

本島 離島

駐在保健婦

本島 離島

駐在PHN総数

本島 離島

本島駐在勤務年

平均 最長 最短

離島駐在勤務年

平均 最長 最短

名護 １ 1２ ３ 1９ ３ 232 5３ 3.1 5.8 1.6 2.4 ４３ 1.9

石川 ２ ７ １ 1５ １ 176 ４ 3.5 5.8 2.6 ２ ２ ２

コザ ３ ８ ０ 2０ ０ 182 3.9 ５ １

中央 ４ ４ ０ 2３ ０ 188 ４ 5.4 ３

南部 ５ 1５ ８ 2２ ８ 218 104 3.9 4.7 2.8 ３ 7.2 1.8

宮古 ６ ５ ４ ７ ４ 115 5５ ３ ７ 2.4 1.6 2.6 1.3

八重山 ７ ７ ４ 1４ ４ 126 4９ 2.6 ａ６ 1.3 3.1 5.4 1.8

計 ７ 5８ 2０ 120 2０ 1237 265



ＯｋｉｎａｗａＰｒｅＥｅｃ上ｕｒａｌＣｏｌ１ｅｇｅｏＥＮｕｒｓｉｎｇ

沖縄県立看護大学紀要第３号(2002年３月）

６．指導者層の異動について

指導者層とは、看護課長（保健所)、保健婦学校教諭

(教育)、県保健婦行政係長（係長）を勤務した者とし、

その実数は41名である。４１名の３つの業務に関わった割

合を表６に示した。総数41名に対する看護課長31名が占

める割合は約76%、教員及び係長は約42%である。平均在

勤年は係長3.5年、課長４７年、教員７年となり、指導者

層の人事異動においても比較的早いローテートで行政、

教育、保健所を循環する異動が行われている。また、

３つの職種それぞれの勤務経験は表7に示した。保健婦

係長17名中、８８%は看護課長を41%は教育を経験している。

看護課長31名中、４８%は係長を29%は教育を経験している。

保健婦教員17名中、５３%は看護課長を47%は係長を経験し

ている．現場と教育と行政の３領域の職務を経験した者

は８名・全体の20%である。

保健所開設当初から復帰までの指導者の連携は、保健

婦行政の主催する定例看護課長会議を行政と教育と保健

所の３者が一体となって開催されている｡5)看護課長会

議の詳細は各保健所の定例看護課会議で駐在保健婦の全

員に報告され、また、現場の問題は看護課長会議へと提

起されている。この様に保健婦全般に関する指導管理の

あり方は、常に保健婦行政、教育、保健所・地域が一体

となって有機的に連携して全体責任とする集団的指導体

制がとられている。

健所所内に保健婦１人、その他は駐在勤務として地域の

公衆衛生看護活動に重点を置いている。これはGHQの

指導で駐在制度を採用した高知県に類似している｡'8）

特に看護課設置は全国唯一でその権限と任務及び果たし

た役割は大きいと言えよう。看護課長は保健所内外の看

護活動の総括責任はもとより、管内地域の各種集団事業

を保健所事業として管理運営の責任者として重要な役割

を担っている。離島を所管する看護課長は離島駐在保健

婦の後方支援者としての役割も重要であった。赴任時の

村役場への紹介、業務引継の立ち会い、安全な住居の確

保、関係者や島内有力者への紹介、会議の開催、離島訪

問指導《研修計画、悩み事の受容など公私にわたる細心

の配慮が挙げられる。復帰直後は、本土法の適用により

予防接種等の市町村移管時の混乱に対し、自主自立的な

実践に向けて駐在保健婦を通して適切な指導援助を行い、

対人保健業務の円滑な移行にも大きな役割を果たしてい

る。更に、時代の進展に伴う駐在廃止に向けては、保健

婦行政に協力して積極的に特定町村支援活動を行ってい

る。

このように看護課・課長が組織の中で地位を得、看護

活動に関する権限と責任を有し、責務を果たしたことが、

本県の駐在制度を支えた要因のひとつと考える。組織的

な統率力が効果的に機能する体制は、地域を担当する保

健婦の活動の推進力となる基盤であり、駐在制度がめざ

した住民に密着した保健婦活動の浸透を容易にしたと考

える。
表６．指導者41名の職種（総数）に占める割合と平均在勤年

職種

看護課長 ２．人事に関わる保健婦係長及び看護課長の権限と責務

制度が機能するためには職員確保と適切な人事管理に

よる継続が不可欠である。しかし、保健婦にとって地理

的絶対条件は生活上、業務上、精神的にも厳しいものが

あり、全県下に隈無く保健婦を配置し続けることは極め

て困難である。従って保健婦人事に関しては保健婦係長

に人事管理権が付与され、看護課長が協力する組織的な

体制機能が見られる。これは駐在制度施行上から必要欠

くべからざるものとして県人事課の一部権限が委譲され

た機能であると考える。その責任を果たすために係長と

看護課長は年次、協力体制を確立し、人事の原則厳守を

貫くことで適切な配置を継続している。人事は原則とし

て負担の公平性、情報の公明性、透明性及び勤務地の均

衡性を保ち、配置のあり方は全体性、循環性、定期性及

び個別性を尊重している．この基本原則は係長の交代に

おいても継承された、これは指導者間の良好なコミュニ

ケーションと信頼関係によるものと言えよう。

駐在制の全盛期は新卒者の殆どが採用と同時に離島配

置となり、ローテートに支障は見られない。しかし、高

保健婦教育

保健婦係長

表７．指導者層の業務経験

看護課長３１９２９０１５４８４

保健教育１７９５２９－８４７１

保健悴長１７１５８８２１５４１２－

保健行政２５２０８００２０４４０１７６８０

Ⅳ者察

１．保健所組織・看護課と看護課長設置の意義

琉球政府の制定した保健所法は基本的に本土法を（保

健所法）準拠したとされるが、組織及び機能については

大きな相違が見られる。保健所開設期の保健婦配置は保

－４０－

Ｎｍ－Ｅ１ｅｃ上ｒｏｎｉｃＬｉｂｒａｒｙＳｅｒｖｉｃｅ

職種 定数 総数 割合％ 在勤年（本島--離島）

看護課長 ７ 31名 75.6 4.7年(3.9年……8.9年）

保健婦教育 ２ 17名 41.5 ７年

保健婦係長 １ 17名 41.5 3.5年(指導鑑を含む）

実数
看護課長

人％
保健教育 保健係長

看護課長 3１ ９ 29.0 1５ 48.4

保健教育 1７ ９ 52.9 ８ 47.1

保健係長 1７ 1５ 88.2 1５ 41.2

保健行政 2５ 2０ 80.0 2０ 44.0 1７ 68.0
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大嶺他：保健婦駐在の実態から駐在制度の確立に影響した要因を探る

の理由で島を離れており、離島保健婦確保の難しさが伺

える。駐在廃止の方針発表後も離島町村長からは保健

婦確保が困難であるとして駐在継続要請が繰り返されて

いる｡25)20）

このようなことから離島を所轄する看護課長は、その

定着に向けて離島赴任者の生活環境を始め、人的、物的

な業務環境整備はもとより、新卒の若い保健婦が安心し

て日常業務が行えるよう管内の後方支援体制を整えてい

る。また、頻繁な人事交代による継続事業や個別指導の

中断が生じないよう、引継に立ち会う等して補完的役割

を担う等の重要な役割を果たしている。離島配置をスムー

ズに行なうために事前学習として、教育現場においては

学生に対しては島喚の特性、駐在制度の意義、駐在活動

の実際等を看護課長や離島勤務者の体験談・講話等を通

して島喚県として期待されていることが教えられた。更

に、学生は県主催の保健婦業務研究発表会及び研修会に

参加して、活動状況を見聞する機会を持ち使命感を高め

ている。保健婦行政においては離島から戻れる確約を保

障して離島へ送り出した。毎月の定例会議は離島勤務者

の悩みを打ち明け、分かち合う場となるばかりでなく、

活動上の問題を提起しあって全員で協議することで改善

策を見出している｡27）このように離島に居ても孤立して

いない管内との一体感、安堵感で更なる使命感を育み、

離島駐在の困難を乗り切る力を生み出している。指導者

や次元が異なっても共通認識のもとに組織だった指導の

連続性、統一性、一貫性は、保健婦にとって安心感と共

に気持ちの結束、志気高揚に大きく影響したと考える。

齢化社会のニーズの変化に伴う国の施策や関係法の制定

で市町村長の責務が増大し、国庫補助のあり方も変わっ

て制度維持に向けた根拠が希薄',）となり駐在の意義が

陰りはじめ、駐在保健婦の役割の限界が生じ始めた。市

町村保健婦の確保と共に県保健婦が削減された結果ロー

テートが行き詰まり、離島未経験者及び２回目の離島配

置を余儀なくされている。このため２年～３年を見越し

た配置に向けて家族調整期間を与える等、支障を最小に

する努力を重ねている。このように細やかな配慮を行う

ことでほぼ全員に対し、各自の長い勤務期間の中で大き

な不満を残すことなく、遠隔地勤務を行わせ、ローテー

ト方式を成功させている。

３．県全域の保健婦配置の達成と継続

１）離島駐在の困難と支援方法

本島等から赴任した者の平均在勤は1.9年と比較的短

いが、島々のすみずみに保健婦活動が浸透したことは高

く評価される。復帰時（1972年）の全国の未保健婦設置

町村は610でその殆どが離島過疎地域であり､20)復帰１０

年後の1982年に至っても218の町村は保健婦が全くいな

い状況である｡２１)本県の復帰時点（1972年）の医療状況

は医療施設が全国平均の約45%、医師46%、無医地区は

20市町村に40である｡”それまでも多くの離島診療所は

韓国や台湾等の外国人医師に頼り、1980年現在において

も29県立診療所のうち９つは医師確保が出来ずに休診中、

20施設は医師11名(外国人医師３名を含む)、医介輔９名

と言う状況であり、医療環境整備の遅れは深刻であっ

た｡23）

本県の離島常駐は1960年代にほぼ整備されたが、比較

的短期間のローテートが意味することは、離島勤務の厳

しさであり、負担の緩和とも言えよう。現在の離島勤務

は復帰前とは比較にならないほど改善されたが、駐在廃

止から2000年までの７離島の退職保健婦11人の平均在勤

は1.7年である。特定町村保健婦・士の80％はやりがいを

感じつつも、６６％の者は就職６カ月以内に役場の体制及

び仕事の負担感等の理由で退職を考え、条件に合えば定

着する者は31％である｡24）このことから駐在平均1.9年は

妥当と考える。中堅者の離島配置は長年にわたる保健婦

行政の課題であった。経験者の配置61％は高い数値であ

るが、僻地性の強い島に新卒配置が続き、経験十数年以

上のベテラン者は定数削減によるローテートの行き詰まっ

た頃より見られる等、経験者の計画的配置を理想としな

がら現実には困難であったと言えよう。島の出身者や赴

任地で結婚して島内在住となった者を含め、1996年現在

の駐在歴11年以上は７名、定年を迎えたのは３名である。

島内在住者でもある時期には家庭の事情、子供の教育等

２）一般地域の駐在配置状況

離島を除く全駐在の平均在勤年は3.4年である。都市

地域は約４年で地方や離島にいくに従って短く、特に八

重山は３年にも満たない状況である。在勤期間が長いの

は八重山を除き平均５年～６年であるが、各保健所とも

少数ながら比較的短期間の異動もみられ、全島のローテー

トによる玉突き現象も一因と見られる.一般的に保健婦

が良い活動を展開する為には、地域の人々とよい関係を

築く必要からある年数を要し、頻繁な異動は好ましくな

い。しかし、本制度による地域保健活動のあり方からす

ると必ずしも大きな支障が生じたとは言い難い。それは

管内市町村の集団事業の進め方は、地域の年間計画に基

づき保健所の全職種（検査技師、レントゲン技師、栄養

士、医師や歯科医師、歯科衛生士及び保健婦等）がチー

ムを組み、市町村職員や自治会等と共に実施された。従っ

て多くは駐在以前から管内相互の活動協力体制の中で、

各市町村との人的な繋がりが見られる。更に、駐在には

保健婦便覧を整備して業務基準等を示して活動の均一化

－４１－

ＮエエーＥ１ｅｃｔｒｏｎｉｃＬｉｂｒａｒｙＳｅｒｖｉｃｅ
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を図り、業務引継は常に看護課長や補佐が立ち会い、配

置換えによる業務の影響を最小にするための努力が払わ

れている。この様にして保健婦活動の継続性と質の向上

に配慮されている。

保健婦・専門職員で構成し保健所全体の対人保健業務の

推進の中核として多大な力量を発揮し、保健所事業の活

性化と発展に大きな影響を及ぼすなど組織・命令体系が

確立している。

②保健婦行政担当係長は保健婦配置に関する人事権が

付与され、配置にあたり人事の原則厳守を堅持して責務

を果たしている。本県では保健婦の身分を県職員に一元

化したが、保健婦活動を地域に浸透させるためには適切

な配置が行われる必要があった。広大な海域に点在し、

医療の未整備な離島を含む全域に継続した保健婦配置は

決して容易でなく、定例の行政人事と異なる配慮が求め

られた。従って保健所と密接な連携のもとに人事管理を

行っている。③保健婦配置の方法は全保健婦による全

県的なローテートを確立し、保健婦人事の基本原則・平

等性、個別性、透明`性、定期性、循環性等が厳守され、

安心してほぼ全員が離島を含む遠隔地勤務を経験してい

る。④全員が県出身でありアイデンティティーを確立

し困難を分かち合い、規模においても結束して保健婦魂

を育み易く、全県的な配置の循環が成功している。

⑤指導的立場にある者の人事は行政と教育と保健所勤

務を循環している。従って各領域に関する業務を理解し

課題解決に英知を集結できた。同時に比較的早い人事の

循環は若い人材育成ともなっている。⑥指導者層が有

機的に連携する集団的指導体制を有したことである。駐

在制度は先行例もなく常に開拓発展が求められ、指導者

層の有機的連携は活動現場から看護課へ、更に保健婦行

政に至る組織体系が適切に機能し、情報の円滑な流れと

統一性は管理者と保健婦及び保健婦間の信頼関係に良い

影響を及ぼし、全体の結束に繋がっている。

本県の保健婦行政46年の歴史・駐在制度は我が国の保

健婦行政・活動史から見ると極めて特異であり、保健婦

行政上から実験的な施行ともなりうる。現在、沖縄国際

協力事業団等においては、駐在制度にヒントを得て発展

途上国に対する教材化の作成に向けた研究が進んでい

る｡28)過去の制度が国際貢献に役立つならば、駐在制度

の成功は確固たるものとして新たな再評価がえられるこ

とであろう。

４．指導者層の循環的な人事の意義

指導者層の人事は保健所と教育と行政のローテートの

循環が特徴とされ、比較的バランスよく経験している。

このことは幅広く`情報を得て管理指導的な知識を深め、

各部署で保健婦の抱える問題に対して適切な指導を容易

にしたと考える。保健所開設当初から復帰までは保健婦

行政の主催する定例看護課長会議は、行政と教育と保健

所の３者が常に一体となって開催している｡5）全県的な

看護課長会議の詳細は各保健所の定例看護課会議で報告

し、現場の問題は看護課長会議へ提起する等、駐在制度

の抱える課題は常に共有して共通認識のもとに解決策を

検討している。離島勤務の義務化は採用条件として新卒

者の大きな不安であり、その問題解決と支援方法は指導

者層の共通課題の一つであった。

指導者層の人事に対する考え方は戦後の保健所創設の

経緯と深く関係していると考える。当時、保健所業務を

経験した者が誰一人としていない状況の中で、米国民政

府の指導で保健所が創立された。従って医師も保健婦も

一丸となって－からの協議づくめで開設準備を行ってい

る。駐在制度を基盤とする保健婦活動の開始も常に全員

で協議して課題を乗り越えており、このような経過から

指導者・行政、教育、保健所が常に一体となり、問題を

共有しながら集団指導型を確立したと考える。従って丁

必然的に指導者の人事についても三つの職域を循環する

異動を行うことで、一体化した連携体制を確立して次元

が異なっても指導の統一性、一貫性が図られ、指導者間

のみならず上司と部下としての信頼関係にも綱がってい

ると言えよう。

本県の場合、幸にも卓越した指導力を有する中心人物

が存在し、求心力をもつ人物を軸に結束した人間関係の

中で有機的に連携し機能したことも制度の継続と発展を

もたらした１つの要因と見なされよう。

Ｖ結論

駐在制度の設置は戦後、本県の置かれた歴史的、社会

的、地理的特性から必然性を有したと考えるが、制度が

有効に機能するためには組織の中の位置づけと権限､責

務の履行、加えて勤務者の使命感が必要である。駐在制

度が成功した要因を挙げると①保健所組織として看護

課と看護課長が設置され、課長は看護全般に関する権限

を有し責務を果たしている。看護課は保健所内で唯一、

謝辞：本研究に当たり、金城妙子先生、与那原節子

元看護課長及び多くの保健婦の先輩方､福祉保健部健康

増進課に多大なご協力を得ましたことに深く感謝を申し

上げます。また、保健婦関係の記念誌の記録資料を有効

活用しましたことを報告いたします。
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The Public Health Nurse Station System in Okinawa is distinctive in the history of nursing administration in

Japan Forty-six years of development and maintenance of the Nurse Station System have sometimes been attrib­

uted to the effective personnel management The true factors influencing the success of maintaining the system

have rarely been met with in-depth study.

This study attempts to look into the various factors such as the following: organizational factors, function of

nursing administrations, following up of personnel involving 1502 station nurses, 41 administrations covering the

period of 46 years.

Starting years of stations vary from area to area. Peak year finds the number of Stations with the nurses
stationed to be 77 and 140 respectively. Total number of public health nurses involved during 46 years of opera­

tion is 1502 and many of them were dispatched to further islands for the average years of 3.4. Prereversion pe­

riod in Okinawa had 20 stations in further islands with 265 public health nurses. The "official public health

nurses'~ counted 236,16% of the total and they worked for average 1.9 years. As for the administration of the sta­

tions, a section chief of the station had the maximum power of management. A ~ead public health nurse in c0­

operation with the section chief oversaw personnels in terms of their education and welfare. Leaders shared their
experiences involving themselves in the field managing stations, education and administration thus, by rotating

their duties, they contributed to the idea of group leadership. The duty and performance of the head public health

nurse were considered to be the major factors of organizational success and the diffusion of nurse stations in

Okinawa

Key word: the public health nurse station system and a section chief, personnel management, a principle of personnel ar

rangement, station in further islands, a section chief and establishment of the nursing division

1) Okinawa Prefectural College of Nursing

- 44-

NII-Electronic Library Service


